
　規模拡大が進む農業法人では、従
来の「経験と勘」に支えられた現場
運営だけでは回しきれない場面が少
しずつ増えてきています。雇用型経
営の広がりに加え、新規就農者や外
国人労働者など、現場を支える人材
が多様になるなかで、作業手順や判
断基準を共有する「作業マニュアル」
は、経営を支える大切な土台になり
つつあります。
　全農では、こうした課題に向き合
う農業法人の皆さまを後押ししたい
との思いから、全国の現場でのヒア
リングや調査を重ねてきました。今
号では、その結果を踏まえながら、
農業経営における作業マニュアル整
備の意義と、整備が進みにくい背景、
そして全農が進める支援の方向性に
ついて紹介します。

現場を支える作業マニュアル

　農業の現場では長く、熟練者の経
験や勘、口伝えによって仕事が受け
継がれてきました。もちろん、それ
自体は日本の農業が培ってきた大切
な強みでもあります。しかし、経営
規模の拡大が進み、複数の従業員や
外部人材が関わる経営が一般化する
なかでは、それだけでは現場を安定
して回すことが難しくなってきまし
た。
　特に、農業法人の経営者・役員の
皆さまにとっては「誰が担当しても
一定の品質を保てるか」「新人や経験
の浅い人材が、できるだけ早く現場
に慣れていけるか」が、日々の経営
のなかで大きなテーマになっていま
す。近年は外国人人材の受け入れも
進み、言葉や理解度の違いを前提に、

わかりやすく伝える工夫が、これま
で以上に求められています。
　こうしたなかで、作業マニュアル
は単なる手順書ではなく、現場を支
える「経営の仕組み」としての意味
を持ちます。作業内容や注意点、判
断の基準が整理されていれば、品質
のバラツキを抑えやすくなり、
教育の負担も軽減されます。さ
らに、スマートフォンやタブレ
ットで手軽に確認できるように
なれば（図１）、現場ですぐ見返
すことができ、より実用的な支
えになります。
　また、こうした「見える化」
された作業手順や判断基準は、
経営者の世代交代や事業承継の

場面においても大きな役割を果たし
ます。これまで属人的に蓄積されて
きたノウハウが整理されていれば、後
継者や新たな経営陣が経営内容や現
場の実態を正しく理解しやすくなり、
円滑な引き継ぎにつながります。
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農業法人に求められる作業マニュアル整備
品質の標準化と人材育成を支える、これからの現場づくり

図１　現場でのスマホ利用のイメージ

図２　苗出しのマニュアルの一部抜粋

22 グリーンレポートNo.688（2026年10月号）



作業マニュアルで業務を標準化

　一方で、必要性は感じていても、作
業マニュアルの整備が思うように進
まない現場は少なくありません。日々
の作業に追われるなかで①文章化の
時間を取りにくい②写真や記録はあ
っても体系立てて整理するのが難し
い③デジタル化に取り組みたくても、
何から始めればよいかわからないと
いう声があります。だからこそ、現
場の負担をできるだけ増やさず、無
理なく取り組める仕組みづくりが大
切になります。
　さらに、事業承継を見据えた場合
には「経営者でなければわからない
仕事」をいかに減らしていくかが重
要になります。作業マニュアルを通
じて業務を標準化していくことは、経
営の属人化を防ぎ、組織として持続
的に運営できる体制づくりにもつな
がります。

現場で活用しやすいマニュアルに

　重要なのは、作業マニュアルを「つ
くること」そのものではなく「現場
で使える形にすること」です。写真
や図を活用して直感的に理解できる
ようにすること、スマートフォンな
どでいつでも確認できるようにする
こと、そして外国人を含む多様な人

材が理解しやすいよう、多言語で展
開できることが、これからの現場で
はますます重要になっていきます。図
２は実際の作業マニュアルの一例で
す。写真とポイントを整理すること
で、初めて作業に従事する人でも確
認しながら作業を進めることができ
ます。
　全農では、こうした現場の声を踏
まえ、農業法人の皆さまが作業マニ
ュアルの整備に一歩踏み出しやすく
なるよう、支援策の検討を進めてい
ます。現在は、図３のとおり既存の
Webマニュアルシステムを基盤に、
動画やAIを活用し、スマートフォン
での閲覧や多言語にも対応可能な農
作業マニュアル作成支援システムに
ついて、協力法人において実証検証
を開始しています。図４は、実際に
試験作成したマニュアルの一例です。
品質の標準化や人材育成、外国人人
材への対応を進めたい法人の皆さま
にとって、現場で活用しやすい仕組
みとなるよう、今後も検討を重ねて
まいります。
　人手不足や高齢化が進むなかで、農
業を次世代へつないでいくには、経
験の継承と作業の標準化を無理なく
進めていくことが欠かせません。そ
の意味で作業マニュアル整備は、日々
の現場運営だけでなく、将来の事業

承継を円滑に進めるための「経営資
産の見える化」でもあります。
　作業マニュアル整備は、そのため
の土台づくりであり、農業法人の経
営をより安定したものにしていく大
切な一歩です。全農としても、現場
に寄り添いながら、その取り組みを
後押ししていきたいと考えています。
※本レポートの作成にはCopilot（生成AIツール）
を活用しています。� 【全農　耕種総合対策部　

� バックオフィス事業リサーチ室】

図３　Webマニュアルシステムの機能イメージ

図4　マニュアルの試作例
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